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論 文 内 容 要 旨
1,序論
放射性廃棄物は、放射能濃度や含まれ る核種の種類によっていくつかの種類に区分されるが、放射性廃棄i物
の処理処分に関しては、廃 蘖物の区分によらず多 くの共通の課題があ り、その主なものを挙げると、処分に関
しては、「①高額な処分コス ト」、「②処分場の立地」であり、処理に関しては、「①高額な処理コス ト」、f②作
業時の作業員の被ばくの低減1である。
これらの課題に対 しては、廃棄物の保管量を減らすことが主な対策であるが、技術開発による減容率の向上
が期待できる主な廃 棄物は、これまで減容処理がほとんど行われていなかった難燃物である。難撚物の焼却処
理がこれまでほとんど実施されてこなかった原因は、「①二次廃棄物が大量に発生する」、 「②燃焼生成物により
炉壁が腐食する」、「③燃焼生成物により排ガス処理系等の閉塞が生 じる」の3点である。
本研究の目的は、多種多様な放射性難燃廃棄物に対応でき、かっ放射性廃 棄物から放射性核種を分離できる
減容処理技術を確立することにより、放射性廃棄i物の処理処分コス トの低減、メンテナンス作業に伴 う作業員
の被ばくの低減及び放射性廃棄物発生量の削減を図ることである。
2.放射性難撚物処理技術の選定及び技術開発の進め方
一般産業における有機ハロゲン化合物の処理技術に関する調査を実施 し、多種多様な放射性難撚廃棄物に対
応できるために必要な、「①二次廃棄物生成量削減」、「②ハロゲンによる腐食防止」、「③縮合 リン酸等の付着
防止」の3つの観点からの技術評価を行った。しか し、これ らの3つの項 目を同時に満たす処理技術はなかっ
たことから、新たな放射性難撚廃棄物の減容処理技術 として水蒸気改質と液中燃焼を組み合わせた水蒸気改質
処理法を考案 した。
水蒸気改質処理法は、放射性廃棄物中の有機物のガス化を行うガス化プロセス、ガス化 した有機物の完全分
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解を行 う液中燃焼、排ガスの処理を行 う排ガス処理プロセスから構成されている。ガス化プロセスにおいては、
廃棄物は、約600℃において熱分解反応及び水蒸気改質反応により低分子量の有機ガスへと転換され、放射性
核種 から分離される。液中燃焼においては、有機ガスを水中で燃焼することにより、ハロゲン化水素による腐
食や縮合リン酸の付着を防ぐとともに、これらの燃焼生成物を水中に回収する。水蒸気改質処理法は、二次廃
棄物がほとんど発生しない、メンテナンス作業を容易、縮合 リン酸等の配管内やフィルタ表面への付着がない、
ハ ロゲンによる配管等の腐食がない等の特徴を有している。
水蒸気改質処理法の開発は、廃棄物中の放射性核種分離プロセスの確立、ハロゲン等による腐食の防止、縮
合 リン酸による閉塞の防止を中心に試験装置のスケールアップ と要素試験を組み合わせて実施していくこと
とした。また、水蒸気改質処理法の開発の目標として、廃棄物ガス化率:～100%、廃水中ウラン濃度:環境放出
基準未満、リン酸及びハロゲンの回収率:～100%、縮合リン酸の付着がないこと、ハロゲン化水素による腐食
がないことを設定した。本研究においては、原子力機構に保管 されている難燃物の処理を中心に技術開発を行
い、その他の難燃物については、示差熱天秤及び小型装置試験において必要データを取ることとした。
3.水蒸気改質処理法による減容技術の開発 一実験方法一
水蒸気改質処理試験裝置は、デスク トップ試験装va60gfh)、 小型試験装置(廃棄物処理量1㎏1h)、
実証試験装置(廃棄物処理量3k帥)の3種類の装置を使用して実施した。
排ガスの分析には、定電位電解方式ガス濃度計、非分散形赤外線吸収方式ガス濃度計、光散乱式粉塵計、ガ
スクロマ トグラフ及びガスクロマ トグラフ質量分析計を使用 した。スクラバ排水の分析には、イオンクロマ ト
グラフ及び全有機体炭素計を使用 した。残渣、試料等の固体試料の分析には、エネルギ・一・-L分散型蛍光X線分析
装置及び示差熱天秤を使用した。
試料には、原子力機構が保管している廃棄物を模擬 した3種類の模擬廃油及び模擬廃溶媒並びに天然ウラン
O.07g(Lを含む実廃溶媒を使用した。
材料腐食試験については、アル ミナ管を管状加熱炉で加熱 し、腐食ガスを48～432時間連続で流通させる
方法で、試験片の腐食試験を行った。
4,水蒸気改質処理法による減容技術の開発 一結果及び考察一
廃棄物のガス化 ・分解プロセスの最適化においては、まず廃棄物がガス化する温度及囎 拾 並びに熱分解反
応メカニズム等を推定するため、示差熱天秤を使用してmgオv・・一ダーによる熱分解試験を行った。液体は、600℃
で100%ガス化するが、固体は、600℃で5割～8割程度しかガス化せず、ガス化しない成分のうち炭素又は炭
化物については、空気雰囲気で700℃まで加熱することによりほぼ100%ガス化できることを明らかにした。
また、デスク トップ試験装置(処理能力00glh)を用いてフッ素油のガス化への水蒸気添加の効果を調べ、水蒸気
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改質反応によりガス化するフッ素油の割合は1割未満であることを明らかにした。これに繦 、て小型試験装置
(処理能力11喞h)を用いて模擬廃棄物の処理試験を実施 し、廃棄物の99%以上がガス化 されることを示した後、
最後に実証試験装置(処理能力3㎏ノh)を用いて、模擬廃棄物、実廃棄物 ともに99%以上がガス化されることを
示 した。
一部 の廃棄物の処理試験においてフィルタの差圧上昇がみられたことから、差圧上昇メカニズムの解明を行
った。その結果、フッ素油の塩素が鉱物油の水素を引き抜く反応により鉱物油の炭化が進み、煤が生成 してい
ることを明らかにした。対策1として、水蒸気の供給量を1.5kgAiから4.5kgthに増やすことにより、塩素によ
る水素の引き抜き反応を防止 し、フィルタの差圧上昇速度をY4に抑制することができることを示 した。
排ガス及び排水へのウランの移行率を評価するため、ウラン廃 棄物の処理を行い、排ガス中及びスクラバ廃
水中のウラン濃度を測定した。10～20Qymのフィルタの後段のウラン濃度は全て検出下限値未満であり、ガ
ス化装置内の気体の流速が遅い(約O.05mls)ことと残渣が塊状であることが理由であると考えられた。スクラバ
洗浄水中のウラン濃度はO.03mglL未満であり、放出基準未満であったことから、大部分の二'歌廃 棄物は環境
へ放出することが可能であり、水蒸気改質処理により廃 棄物の重量が100分の1以下になることを示 した。
縮合 リン酸による閉塞の防止については、配管及び機器を均トな温度に加熱することにより、縮合 リン酸の
付着を防止できることを確認 した。また、通常のスクラバではリン酸類のミス トが除去できないことが明らか
になったことか ら、ガラス繊維製ミス トフィルタを設置 し、ミス トの99.8%以上が回収できることを確認した。
ハロゲン化水素による腐食の防止については、600℃での試験片による材料腐食試験の結果、腐食速 度は小
さく、ガス化装置の材料は、SUS310Sで十分な耐食性を持つことを示 した。また、1000℃では、ハロゲン化
水素による腐食に耐えられるニッケノ哈 金及びステンレス鋼はなく、高アル ミナキャスタブルが適当な材料で
あることを示 した。実証試験装置による廃棄物の処理試験において、装置内の腐食状況を観察 し、腐食がない
こと及びハロゲン化冰素の99.go1・超が液中燃焼のプロセスにおいて回収されることを確認 した。
以上の結果より、従来まで焼却処理による減容が困難であった難燃物(IBPノドデカン、フッ素油等)を効率
的かつ二次廃棄物の発生を大幅に低減させた水蒸気改質処理法による高度減容処理技術を確 立した。また、技
術の確立により、処分コス ト低誠 保管コス ト低減、メンテナンス性の向上によるメンテナンス作業時の作業
員の被ばくの低減等の放射性廃棄物管理に関する課題の解決へ寄与することができた。
5.水蒸気改質処理法の応用
水蒸気改質処理法の処理対象の適用拡大に関しては、廃CFRP遠心分離機胴、発電所から発生 したイオン交
換樹脂、再処理廃毫物である硝酸塩のアスファル ト固化体の減容処理等への適用が考えられる。
放射性難燃物処理以外への適用の例としてはmu廃 棄物の分別作業の自動化が考えられ、紙及びプラスチ
ック容器またはシー トの養生を水蒸気で加熱してガス化 ・除去するとともに、鉛、アルミニウム、亜鉛等の有
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害物の除去を行 うか焼処理に関する基礎試験では、HEPAフィルタからのアル ミニウムの分離及び溶融処理を
行 う廃棄物の突沸を防ぐために廃棄物か ら除去しなければならない亜鉛の分離に有効であることを示 した。
ε 結論
新たな放射性難燃廃棄物の減容処理技術として水蒸気改質と液中燃焼を組み合わせた水蒸気改質処理法を
考案し、廃棄物中の放射性核種分離プロセスの確立、ハロゲン等による腐食の防止、縮合リン酸による閉塞の
防止を達成することにより、従来まで焼却処理による減容が困難であった難燃物を効率的かつ二次廃棄物の発
生を大幅に低減させた水蒸気改質処理法による高度減容処理技術を確立した。また、技術の確立により、処分
コスト低減、保管コスト低減、メンテナンス性の向上によるメンテナンス作業時の作業員の被ばくの低減等の
放射性廃棄物管理に関する課題の解決へ寄与することができた。
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論文審査結果の要旨
地球温暖化を防止するため及びエネルギーセキュリティを強化するための有効な手段 として原子力
エネルギーは広 く利用されているが、放射性廃棄物の処理処分が大きな課題の一つとなっている。放射
性廃棄物の処理処分に関 しては、高額な処理処分コス ト、処理作業における作業者の被ばく等 の課題が
あるが、これ らの課題に対 して大きな効果がある対策の一つが廃棄物の減容である。本研究は、 これま
で減容処理がほとんど行われて こなかった放射性難燃物に関す る減容処理技術を確立するため、水蒸気
改と液中燃焼を組み合わせた水蒸気改質処理法を開発し、放射性廃棄物に関する課題の解決に寄与する
ことを目的としている。本論文は、その成果をまとめたものであり、全文6章 より構成され る。
第1章 は序論であ り、本研究の背景と目的について述べている。
第2章 においては、既存の難燃物処理技術 を整理するとともに、既存の難燃物処理技術では多種多様
な放射性難燃物の処理に対応できな いため、水蒸気改質と液 中燃焼を組み合わせた水蒸気改質処理法を
考案 した。また、主な開発項目として廃棄物中の放射性核種分離プロセスの確立、ハロゲン等による腐
食の防止、縮合リン酸による閉塞の防止 を設定するとともに開発 目標を定めた。
第3章 は実験方法であ り、本研究に使用した試験装置、分析装置、試薬類及び試験方法について述べ
ている。
第4章 においては、本研究で得 られた結果及び考察について述べている。廃棄物中の放射性核種分離
プロセスの確立については、示差熱天秤か ら実証試験装置(処理能力3kg/h)まで徐々にスケールアップ
しなが ら、放射性廃棄物中の廃棄物の99%以上をガス化 し非揮発性放射性核種奪分離できる条件を明ら
かにするとともに、放射性核種除去用のフィルタが閉塞す る原因が塩素ラジカルによる煤生成の加速で
あり、水蒸気を多量に供給することによって煤の形成が抑制 され、フィルタの閉塞を防止できることを
示 した。ハロゲ ン等 による腐食の防止については、十分な耐食性を持つ経済的な材料 を選択するととも
に、実証試験装置による処理試験において腐食が防止できることを確認した。縮合 リン酸による閉塞の
防止に関しては、配管及び機器を均一な温度に加熱することによ り縮合リン酸の付着 を防止 できること
を示す とともに、全てのリン酸化合物 をスクラバとガラス繊維製ミス トフィルタの組み合わせで回収で
きることを示した。
第5章 においては、水蒸気改質処理法の応用として、廃棄物からのアルミニウムや亜鉛の除去試験を
行い、TRU廃棄物の分別作業の自動化に水蒸気改質処理法が有効であることを示した。
第6章 においては、本研究の結論を述べている。
以上、本論文では、水蒸気改質 と液中燃焼を組み合わせた水蒸気改質処理法を開発す ることにより、
従来困難であった放射性難燃物の減容処理技術を確立 した。本研究は、今後、原子力発電所、核燃料施
設等の廃棄物管理における放射性廃棄物の処理処分コス ト削減、処理作業員の作業中の被ばく低減及び
原子力工学の発展に大いに寄与する期待される。
よって,本 論文は博士(工学)の学位論文 として合格と認める。
754
